
（令和5年12月28日修正版）様式６

長期収支計画書

7月～

備考 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度 令和18年度 令和19年度 令和20年度 令和21年度 令和22年度 令和23年度 令和24年度 令和25年度 令和26年度 令和27年度 令和28年度 令和29年度

6ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 12ヶ月 3ヶ月

営業収入

施設整備業務に係る対価（施設整備費）

指定管理料（維持管理業務費）

指定管理料（運営業務費）

その他

費用

施設整備業務

維持管理業務

運営業務

その他

【参考】火葬炉燃料費（電気・ガス）（供用開始後）
計算には含めず、参
考として記載するこ
と

営業利益

経常利益

税引前当期純損益

法人税等

繰越欠損金

課税所得

税引後当期純損益

※1　A3横書きで作成すること。
※2　消費税及び地方消費税、物価変動を除いた金額を記入すること。
※3　金額は円単位とし、端数処理については、一円未満は切り捨てること。
※4　必要に応じて項目を追加・削除すること。また、各費目の算定根拠の説明については、必要に応じて別紙を追加すること。
※5　法人税等＝課税所得×実効税率　とすること。
※6　「金額」は、各様式と一致させること。
※7  自主事業の実施に要する経費は含めないこと（自主事業については要求水準書を参照）。
※8　本紙とは別に、自主事業の長期収支計画書を作成すること（本紙を参考にA3横書きで作成・任意様式）。その際、各費目の算定根拠の説明については、積算した根拠資料（任意様式）を作成し、添付すること。

（単位：円）
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